
沖縄から空路で
4時間圏内

中国 14億人

人口約20億人の
巨大マーケットの中心

日本 1.2億人
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（1）豊富な航空路線網を活用した航空物流ネットワーク
　沖縄県では、東アジアの中心に位置する地理的特性と豊富な航空路線網を活用
し、那覇空港を沖縄国際ハブとする航空物流ネットワークを展開しています。
　令和３（2021）年より、従来の貨物専用機を中心としたモデルから、貨物専用機
に加え、那覇空港に就航する旅客便の貨物スペースを活用するモデルへと移行
し、国内首都圏及び地方と、アジア各都市を結び、多仕向地・多頻度化に対応する
新たな航空物流ネットワークを構築しています。
　これにより、伸張するアジアのダイナミズムを取り込み、更なる沖縄県産品の輸
出促進や全国特産品の流通拠点化を目指すとともに、近年、急速に拡大するEコ
マース等の新たな輸送ニーズにも対応する国際物流ハブの形成に取り組んでい
ます。

出所：大阪航空局HP、東京航空局HP、国土交通省航空局

成田空港

関西空港

羽田空港

中部空港

那覇空港

福岡空港

空港名 国際貨物取扱量（トン）
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562,354
172,313
100,024
46,999
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順
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■ 那覇空港と他空港の
　 国際貨物取扱量実績
       （令和元年度）

出所：
総務省統計局「人口推計（令和３年１月報）」
外務省HP「中華人民共和国基礎データ」（令和２年１０月７日時点）
外務省「目で見るASEAN（令和２年８月）,現在のASEAN（2019年）」

シンガポール/SINGAPORE

台湾 / TAIPEI

　沖縄は、東アジアの中心に位置する地理的優位性を活かし、アジア経済と連動することでその活力を取り込むビジネス拠点と
して注目されています。
　沖縄県では、日本とアジアを結ぶ国際ビジネス都市として沖縄を発展させるため、空と海の玄関口である那覇空港と那覇港を
基軸とした、アジア展開に優れた国際物流ネットワーク構築に取り組んでいます。

日本とアジアの
主要都市を結ぶ那覇空港2 1

アジア展開に優れた国際物流ネットワーク 

アジア展開に優れた
国際物流ネットワーク2

2 -1. 日本とアジアの主要都市を結ぶ那覇空港2

沖縄国際物流ハブ
◆貨物専用機に加え、ベリー便（旅客機による貨物輸送）を活用した物流ネットワークの構築
◆引き続き伸張するアジアのダイナミズムの取り込み
◆Ｅコマース等の新たな物流ニーズへの対応

ポイント

◆物流ネットワークの多様化、低コスト、利便性の向上など機能性の高い国際航空物流ハブの構築
◆県産品・全国特産品等の商流構築、更なる産業の集積等効果

アジア

海外エアライン 国内エアライン

沖縄県

沖縄県産品の輸出拡大
EC/通販ストックセンター
全国特産品流通拠点化
世界的メーカーの物流拠点
国際物流特区の拡大

首都圏&地方

16路線
（R2.3月）

26路線
（R2.3月）

県産品

全国特産品等

アジア貨物

全国特産品等

アジア貨物

※２４都市のうち東京、大阪については、
　東京→羽田、成田／大阪→伊丹、関西
　それぞれ２路線あるため２６路線に変更

※新型コロナウイルスの影響により、一部運休となっている路線があります。（令和３年１月時点）
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東京

大阪
神戶

玉島
呉広島

高松

博多

北九州

鹿児島

名瀬

三島川之江

釡山

新居浜
松山

那  覇

名古屋

豊橋

中  国

アジア

東　南
アジア
（台  湾）

寄港地  区　分 総トン数
（国際トン数） 運航回数 所要時間 船社船種

一般
貨物船

冷凍
コンテナ 9,340 1／2週ダバオ〈フィリピン〉ー那覇ー（博多）ー（神戸）ーダバオ〈フィリピン〉

上海－大阪－神戸－那覇－上海

北  米
82,794 1／週フルコン APLロサンゼルス(サンペドロ)－オークランド－横浜－那覇－釡山－青島－上海

－釡山－ロサンゼルス（サンペドロ）

ロングビーチ－ホノルル－アプラ〈グアム〉－那覇－寧波－上海－ロングビーチ

9,443 0.5／週フルコン 愛媛オーシャン・ライン那覇－志布志－細島－松山－大分－釡山－八代－
那覇－基隆－台中－高雄－那覇

FRESH CARRIERS

1,488 1／週 南西海運

9,994 1／週フルコン

※先島航路の延長 
那覇ー平良ー石垣ー厦門ー高雄ー那覇

※先島航路の延長  
那覇ー平良ー石垣ー高雄ー那覇ー博多ー鹿児島ー那覇

SJJ

10,184 1／週

72時間

15日

32,575 1／週フルコン MATSON14日

2日

93時間

96時間

36時間RORO船 琉球海運

■ 那覇港の定期航路（国外）

■ 那覇港の外貿定期航路（2023年1月時点）

■ 那覇港の定期・不定期航路（県外）

琉球海運（RORO船）
※近海郵船共同運航含む

鹿児島荷役海陸運輸（一般貨物船）
※大阪旭海運との共同運航含む

マルエーフェリー（フェリー・RORO船）
マリックスライン（フェリー）

丸三海運（一般貨物船）
南西海運（一般貨物船）
フジトランスコーポレーション（自動車運搬船）

南日本汽船（一般貨物船）

2022.3.1現在

令和５年度 那覇港輸送効率化支援事業の概要
●事  業  目  的 那覇港輸送効率化支援事業（以下、「本事業」という。）は、那覇港を利用する国際コンテナ貨物の効率的な輸送パターンへのシフトを支援するこ

とにより、那覇港における国際コンテナ貨物の増大と那覇港を利用する輸送の効率化を促進することを目的としております。
●対象事業者 国際コンテナ貨物を輸送する荷主又は物流企業
●支  援  内  容 ○那覇港を利用した輸送ルートにシフトすることで生じる増額費用分（海上輸送費、陸送費など）を支援
 ○支援上限額は第１段階30万円、第２段階100万円（段階毎に参加協力金10万円支給）の計150万円
 ※第１段階終了時点で本事業の有効性が確認された場合に第２段階の輸送が可能となります。
●対  象  要  件 ①那覇港を利用して輸出入を行うコンテナであること
 ②那覇港を利用した新たな輸送ルートであり、輸送パターンＡ、Ｂ、Ｃ、Ｄに該当すること（下図参照）
 ③本事業目的に合致し、那覇港を継続的に利用する見込みであること　etc
●支援対象の輸送パターン

（1）国内外につながる海上輸送ネットワーク
　沖縄県の海の玄関口である那覇港に
おいては、外貿定期航路が台湾、北米、
中国、韓国、フィリピンを結ぶコンテナ
航路7航路、内貿定期・不定期航路は、
東京、大阪、神戸、博多、鹿児島等を
結ぶRORO船、一般貨物船等の30航路
（うち10航路が県内航路）が就航して
います。
　コンテナ取扱量においては、外国貿
易が国内第16位、内国貿易が国内第３
位、内貿・外貿コンテナ総取扱量では国
内第7位となっています。

　東アジアと国内をつなぐ海上国際物流拠点の
実現を目指して、取扱貨物量を増大させるための
取組が進められています。

（2）国際物流拠点
　　機能強化のための取組

■ 港湾別コンテナ取扱量（TEU）ランキング （令和３年統計）
総合コンテナ取扱量

港湾名順位 TEU※

東京【京浜】1 4,862,841 

横浜【京浜】2 2,861,307 

神戸【阪神】3 2,823,776 

名 古 屋4 2,725,596 

大阪【阪神】5 2,425,670 

博 多6 957,056 

外貿コンテナ取扱量
港湾名順位 TEU※

東京【京浜】1 4,325,956 

横浜【京浜】2 2,571,663 

名 古 屋3 2,539,538 

神戸【阪神】4 2,144,609 

大阪【阪神】5 2,128,089 

那 覇7 592,929 那 覇16 80,301 

内貿コンテナ取扱量
港湾名順位 TEU※

神戸【阪神】1 679,167 

那 覇

2

512,628 

東京【京浜】

3

536,885 

大阪【阪神】4 297,581 

横浜【京浜】5 289,644 

名 古 屋6 186,058 

鹿 児 島7 161,774 

　沖縄県の港湾貨物の大部分を取り扱う那覇港において、集貨・創貨を促進することにより
取扱貨物の増加を目指し、物流の高度化を図るとともに、流通加工等の新たな価値を生み出
す高付加価値型産業の集積を図る那覇港総合物流センターの整備が進められています。令
和元年5月に第1期の那覇港総合物流センターが開業し、現在、第2期・3期の総合物流セン
ターの事業化にむけて検討を進めているところです。

■ 那覇港総合物流センター

　那覇港公共国際コンテナターミナルでは、ガン
トリークレーンやリーファー電源設備が整備され
ており、その隣接地では那覇港総合物流センター
の整備が進められています。

①施設整備

②外貿貨物増大に向けた取組
　那覇港輸送効率化支援事業等の支援制度を実施することを通じて取扱貨物量
の増加を促進、新規航路の定着などを目指します。

※1TEUは、20フィートコンテナ1本 出所：港湾統計（港湾取扱貨物量等の現況）

 ※赤字は最終港　※（　）寄港地は不定港
問合せ先：那覇港管理組合 企画建設部　みなと振興課　TEL 098-868-2582

最新版は那覇港管理組合HP（http://www.nahaport.jp）で確認できます。

那覇港総合物流センター

物流棟各階仕様 専用区画面積 テナント 取扱貨物（実績）

3 階:ドライ専用

1階：冷凍・冷蔵専用

2 階:冷凍・冷蔵・ドライ

沖縄港運㈱、マルエー物流、琉球物流

㈱ニチレイ・ロジスティック九州

沖縄県黒砂糖協同組合、㈱沖縄急送、㈱琉球通運

食品、飲料、雑貨棟

各種冷凍冷蔵食品

沖縄黒糖、近海マグロ等

約10,495㎡
,,
,,

総合物流センター
第1期整備地［2.6ha］
令和元年5月開業

（基本設計：３階建、専用区画面積約3.2ha）

総合物流センター
第2期予定地（3.0ha）

総合物流センター
第3期予定地（2.2ha）

リーファー電源施設

ガントリークレーン

ガントリークレーン

那覇港公共国際
コンテナターミナル

志布志志布志

外航

内航

従 前 シフト後

外航

那覇港輸送効率化
支援事業について
詳しくはこちら▶

外航

陸送

従 前

外航

シフト後

内航

Aパターン
海外から本土港湾経
由で那覇港に移入さ
れている貨物を、直
接那覇港への輸入
にシフト

Bパターン
海外から本土の主要港を経
由し、長距離で地方の港湾
周辺に陸送されている貨物
を、那覇港で輸入し、本土の
地方港湾への移出にシフト

従 前

外航

内航

シフト後

外航

外航

陸送

従 前

外航

シフト後

内航

Cパターン
那覇港から本土港湾
経由で海外へ輸出さ
れている貨物を、直
接那覇港からの輸出
にシフト

Dパターン
本土の地方の港湾から長距離で
陸送し、本土主要港を経由して海
外へ輸出されている貨物を、本
土の地方の港湾から那覇港に移
入し、海外への輸出にシフト

那覇港 那覇港 那覇港 那覇港

那覇港 那覇港 那覇港 那覇港

輸送コスト及び
リードタイムの縮減

輸送コスト及び
リードタイムの縮減

コスト縮減
環境負荷軽減
BCP対応など

コスト縮減
環境負荷軽減
BCP対応など

アジアと日本の架け橋となる
国際物流拠点を目指す那覇港2 2

-2.アジアと日本の架け橋となる国際物流拠点を目指す那覇港2 -2.アジアと日本の架け橋となる国際物流拠点を目指す那覇港2

APL
南西海運
FRESH CARRIERS
愛媛オーシャン・ライン

MATSON
SJJ
琉球海運

ハイフォン

ホーチミン

香港
高雄

台中

基隆

瀬戸内他
広島

釡山

上海

那覇

マニラ

青島

天津

大連

横浜

寧波

温州
福州

廈門

神戸

石垣石垣
平良平良

石垣
平良

グアム

ホノルルから

ロサンゼルス
（サンペドロ）へ

オークランドから

ロングビーチへ

ダパオ
2,000km

1,500km

1,000km

500km

大阪

鹿児島

2022.10.17現在

博多
大分細島八代

※総合物流センター第Ⅱ期、第Ⅲ期の
　位置については検討中。
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　人口減少時代に移行する中で、沖縄県は依然として人口が増加し続けています。
　また、都道府県別の平均年齢は最年少の43.5歳、年少人口（0～14歳）の割合も16.6％と全国１位の割合の高さであり、日本一
若い県といえます。
　県内の工業系教育機関には、毎年多くの学生が入学しており、将来のものづくり産業を担う人材が育成されています。

都道府県別
人口増減率
全国

2位
平均年齢の若さ

全国

１位

優秀な人材で活気あふれる沖縄3優秀な人材で活気あふれる沖縄3

大学・高等専門学校・県立の工業系高等学校等の入学定員数

高等学校合計 2,120 全体合計 2,630

学校名

北部

中部

南部

離島

定員 定員

職業能力開発校

沖縄職業能力開発大学校（工学系） 130

具志川職業能力開発校 85

浦添職業能力開発校

合　計

120

335

※その他、沖縄職業能力開発促進センターにも工学系
　学科が設置されています。

出所：沖縄県教育委員会、各校HP

学校名 定員

国立大学法人琉球大学（工学部） 350

国立沖縄工業高等専門学校（本科） 160

那覇工業高等学校 320

沖縄工業高等学校 320南部工業高等学校

美来工科高等学校 320 美里工業高等学校 280

浦添工業高等学校 280

宮古工業高等学校 120

名護商工高等学校 200

八重山商工高等学校 160

120

学校名

新卒者の74%は県内就職を希望しています。
■ 新規学卒者の就職状況

県内就職希望者数
5,785名
（74.0%）

県内就職希望者数
5,785名
（74.0%）

県外
就職希望者数
2,029名
（26.0%）

県内
就職内定者数
5,186名
（89.6%）

県内
就職未定者数
599名

（10.4%）

県外
就職内定者数
1,866名
（92.0%）

県外
就職未定者数
163 名（8.0%）

高校 短大 大学 専修学校等

■ 県内新卒者（就職希望者）の就職状況データ

就職希望数
（県内）

就職希望数
（県外）

就職内定数
（県外）

就職内定数
（県内）

0(人)

3,000

2,000

1,000

4,000

5,000

6,000

7,000

資料：沖縄労働局職業安定部職業安定課　
　　  令和４年３月卒業（令和４年３月現在）

高　校

県内

県外

短　大 大　学 専修
学校等 計

県内

県外

県内

県外

卒業者数（人）

就職希望者数（人）

就職内定者数（人）

就職内定率

16,862
1,524
995
529
1,491
966
525

97.8%
97.1%
99.2%

572
401
280
121
369
256
113

92.0%
91.4%
93.4%

3,804
2,505
1,701
804
2,148
1,460
688

85.8%
85.8%
85.6%

3,862
3,384
2,809
575
3,044
2,504
540

90.0%
89.1%
93.9%

25,100
7,814
5,785
2,029
7,052
5,186
1,866
90.2%
89.6%
92.0%

995 966 529 525

280 256
121 113

1,701 1,460

804 688

2,809
2,504

575 540

優秀な人材で活気あふれる沖縄3

『人材チャンプルー』（沖縄県プロフェッショナル人材）とは？

人材チャンプルーとは、「沖縄県プ

ロフェッショナル人材戦略拠点」の

愛称です。企業から課題を丁寧に

引き出し、各支援機関と連携しな

がら“その場所に本当に必要なプ

ロ人材を紹介”いたします！

相談は無料ですのでぜひお気軽に

ご利用ください。

県内泡盛製造業 酒類製造業 Web集客及びECサイト強化のためSNS等の管理運用に詳しい人材の登用収益性
向上

【前職】
フリーランスとしてweb集客や
SNSアドバイザーとして活躍

【登用】
SNS等アドバイザー

今まで抽象的だったSNSのイメージが具体的になり、改めてSNSをどのように運用
していきたいかが明確になった。会議の際には担当者から活発に意見が出て嬉しく
思っている。

若者のお酒離れが加速す
る中で、SNS等を利用した
web集客に課題

社内のITリテラシーの向上
とSNS等の運用改善に取り
組む

担当者が自発的に投稿内
容を企画し、各SNSのフォ
ロワーが増加

■県内企業の事例

問合せ先：沖縄県産業振興公社　沖縄県プロフェッショナル人材戦略拠点（098-859-6237）

人材確保に向けた取組
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※上記諸条件は変更になることがあります。

　- 2  輸送費に対する支援4

　- 1  初期投資軽減のための支援4

～新たな事業展開・新商品の開発を目指す中小企業者、創業を目指す方へ～

　- 3  沖縄県産業振興公社 支援サービス
　沖縄県産業振興公社では、専門家による窓口相談（経営課題、創業等）、設備貸与、新事業創出支援、海外展開、人材育成など、
さまざまな支援メニューでがんばる県内企業者の皆様を応援します。どこに相談したらいいかわからないと悩んでいる中小企業
者等の皆様、随時、電話、メール、来訪、オンラインにてご相談を受け付けていますので、どなたでもお気軽にご相談ください。

4

支 援 カ テ ゴ リ

1.  経営全般に関する相談

支 援 内 容

①経営なんでも相談窓口　②下請け取引のトラブルについて相談したい
③専門家のアドバイス（派遣）を受けたい

2.  資金調達（県制度融資の活用）
①創業のための資金を調達したい
②新事業へ取り組むための資金を調達したい

3.  新たな事業の展開 ①新事業の取組で経営向上を図りたい

4.  販路拡大・物流
①新たな販路開拓・販路拡大をしたい
②物流に関するさまざまな相談をしたい

5.  設備投資 ①経営に必要な機械や設備を導入したい、又は更新したい

6.  研究開発・新事業創出・産学官連携
①産学官連携で新製品を開発したい
②新たな事業創出のための研究開発をしたい

7.  海外展開 ①県の海外事務所を活用したい　②海外への販路を開拓したい

8.  人材育成・人材マッチング
①公社主催のセミナーに参加したい　②「稼ぐ力」につながる人材育成をしたい
③即戦力となる人材を採用したい

9.  公社からの情報・案内
①公社ネットワーク会員制度　②情報紙「沖縄ベンチャースタジオ」
③役立つ情報満載！公社メールマガジン　④中小企業100の支援

沖縄県産業振興公社

沖縄県産業
振興公社 奥武山公園

イオン那覇CS
那覇西高校

那覇空港

那覇空港

漫湖

漫湖公園

那覇バスターミナル

那覇中央郵便局

那覇そば

赤嶺駅
小禄駅

奥武山公園駅

壺川駅

旭橋駅

330

221

■公社位置図

公益財団法人 沖縄県産業振興公社
〒901-0152  沖縄県那覇市字小禄 1831番地1
(沖縄産業支援センター 4階)  TEL：098-859-6255

事業利用対象者
対 象 貨 物
輸出対象地域
実 施 期 間
支援内容・条件

沖縄県内に本店又は支店を有する生産者、製造業者、輸出商社、貨物利用運送事業者等
農作物、畜産物、水産物、加工食品、精密機械類等で航空貨物に適するもの
香港  / 上海  / バンコク / シンガポール / クアラルンプール / 台北 / ソウル
令和５年度内（ただし、期間内であっても予算がなくなり次第終了する）
・累計貨物量の５０%超（重量ベース）は、県産品を輸出可能であること　・継続して空輸輸送を計画する者　　
・輸出品目の内容、数量、金額等を沖縄県に対して報告する者　・流通コストを沖縄県及び生産者へ開示する者

：
：
：
：
：

航空コンテナスペース利用促進事業  （問合せ先：沖縄県商工労働部 アジア経済戦略課 TEL.098-866-2340）
　沖縄県内生産者等が航空輸出を行う貨物の一部運賃に対して支援を実施します。（令和５年度）
　　（燃油サーチャージ、通関費用、貨物取扱手数料等諸経費は利用者負担）

※上記のほかにも事業の種類、資金の使いみちによって、さまざまな融資制度があります。
※詳細については、沖縄振興開発金融公庫のHPをご覧いただくか、お電話にてご相談ください。

沖縄振興開発金融公庫の融資制度
　国際物流拠点産業集積地域又は産業イノベーション促進地域内において事業を行うために必要な資金を融資します。

資金名 問合せ先

産業開発資金

中小企業資金

生業資金

限度額

所要資金の７割

７億2,000万円

7,200万円

融資第一部　産 業 開 発 融 資 班　TEL：098-941-1765

融資第二部　中小企業融資第一班　TEL：098-941-1785

融資第二部　中小企業融資第二班　TEL：098-941-1795

返済期間

25年以内

20年以内

沖縄振興開発金融公庫

豊富な支援メニュー4
-３ 沖縄県産業振興公社 支援サービス-２ 輸送費に対する支援4-１ 初期投資軽減のための支援4 4

●現在の状況
原則として、那覇空港発着の国際線
（貨物・旅客）によるところ、補完的・緊
急的に東京経由による輸送も行う。

・香港　・上海
・バンコク
・シンガポール
・クアラルンプール
・台北　・ソウル

1tコンテナへ混載

A社 沖縄県産
ゴーヤー
200kg

B社 他県産
ぶどう
300kg

C社 沖縄県産
鶏卵
500kg

アジア地域

コンテナスペース利用促進事業イメージ図

那覇空港へ
搬入

那覇空港発着の国際線に搭載
※補完的に東京経由による輸送も行う

通関手続き等

※通関手続を自社等で行う場合、搬入時間は各事務局と事前に相談すること。本事業は、原則として那覇空港持ち込み、現地空港渡しである。
※国内移動、現地到着時間、羽田・成田空港での温度管理施設などは、事務局へ確認を行うこと。

アジア
地域へ
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相談窓口設置 専門家派遣 セミナー等

　- 4  人材確保・人材育成等に対する支援
（1）地域雇用開発助成金（地域雇用開発コース）  （ 問合せ先：沖縄助成金センター TEL.098-868-1606）

支 給 額
助 成 期 間

規定額（48万円～960万円）/年
年１回、最大３年間

：
：

フロー図（上記2.3.共通）

④支給決定・支給
雇用主

②完了届提出
（設備投資・新規雇用完了後）

①計画書※提出
③支払要件の確認通知

沖縄助成金センター
又は

管轄公共職業安定所

沖縄労働局

※事業所（事業所における施設・設備）の設置、整備及び、雇い入れに関する計画書のこと。

（3）沖縄UIターン就職サポートセンター

　沖縄県において事業所の設置・整備を行い（費用が契約１件あたり20万円以上で、合計額が300万円以上）、そ
れに伴い県内に居住する35歳未満の若年求職者を３人以上雇入れ、その定着を図る事業主に対し、支給した賃
金の一部が助成されます。対象若年労働者を３人以上雇い入れ、更に沖縄県内に居住する新規学卒労働者を雇い
入れる場合、新規学卒者も助成対象となる場合があります（その他適用条件有）。

　沖縄県内での就職を希望する方への相談窓口として沖縄U・Iターン就職サポートセンターを沖縄
（那覇）・東京・大阪にオープンし、県内への就職・再就職を支援しています。
　センターでは、就職相談、沖縄県内の企業情報、移住情報、各エリアで予定されている就職イベント
の情報提供などを実施しており、専門の相談員が沖縄県内就職をサポートしています。

（4）若年者人材確保・定着総合支援事業
　沖縄県内の企業に対して、相談窓口を設置して、若年者人
材の確保や職場定着に対する課題解決を支援しています。
　具体的には、相談により課題を明確化して、企業の課題に
応じた専門家の派遣、採用力向上・職場環境改善などの
テーマでのセミナー開催など、企業の人材確保・定着の取組
をサポートします。

（2）地域雇用開発助成金（沖縄若年者雇用促進コース）  （ 問合せ先：沖縄助成金センター TEL.098-868-1606）

（5）国際物流拠点地域うるま地区立地企業支援事業

※注意事項：計画書提出から完了日までに納品・引渡・支払いが済んでいるもの及び、この間に雇入れた者が対象となります。

支 給 額
助 成 期 間
支給限度額

事業主が算定期間中に助成金対象者（1人あたり）に支払った賃金に相当する額の１/４（中小企業は１/３）を助成
年２回、１年間（労働者の定着状況が良好な事業主の場合2年間）
１人につき年間120万円（各算定期間1人につき60万円）

：
：
：

　国際物流拠点産業集積地域のうち旧特別自由貿易地域に立地する企業において、輸送コストの削減や、連携企業の確保等が課
題となっています。そのため、本事業により、立地企業に対し、立地後から操業安定に至るまでのきめ細かなハンズオン支援を行
います。

事業対象：国際物流拠点産業集積地域うるま・沖縄地区（旧特別自由貿易地域）に立地する企業等

お問い合わせ

「りっか沖縄」
U・Iターン事業ナビサイト

（問合せ先：沖縄県商工労働部 企業立地推進課 TEL:098-866-2770）

若年者人材確保・
定着総合支援事業

3,000万円以上 5,000万円未満

5,000万円以上

1,000万円以上 3,000万円未満

※１生産性要件を満たさない場合は「基本」、満たす場合は「優遇」の額を支給
※２中小企業事業主の場合は､初回の支給時にこれらの額の１/２の額を上乗せ。
　ただし､創業の場合はこれにかかわらず､労働者の増加数２人から対象とするとともに､初回の支給時に（ ）内の額の倍額を支給

4

県外学生等
UJIターン希望者

相談窓口
（委託先事業者）就職等相談

県内企業へ就職

県内企業等
求人登録

委託

イメージ図

イメージ図

沖縄県

支援内容：
①専門家による施策提案等
　経営支援の専門家が、立地企業への訪問又は
オンラインにより、ニーズ分析から、施策提案、実
行、検証、改善までのPDCAサイクルに基づいた
一貫した支援を行います。
②専門家によるマッチング
　経営支援の専門家がコーディネーターとなり、
立地企業と県内企業、教育機関等とのマッチング
を行うことで、企業間連携又は産学連携を促進し
ます。

県内企業

受託業者

委託
県

-４人材確保・人材育成等に対する支援4 -４人材確保・人材育成等に対する支援4

地域雇用開発助成金

300万円以上 1,000万円未満

基本

設置・整備費用 ３（２）～４人 ５～９人

対象労働者の増加人数　（ ）内は創業の場合のみ適用

１０～１９人 ２０人以上

優遇

48万円

（50万円）

60万円

57万円

（60万円）

72万円

86万円

（90万円）

108万円

114万円

（120万円）

144万円

76万円

（80万円）

96万円

95万円

（100万円）

120万円

143万円

（150万円）

180万円

190万円

（200万円）

240万円

143万円

（150万円）

180万円

190万円

（200万円）

240万円

285万円

（300万円）

360万円

380万円

（400万円）

480万円

285万円

（300万円）

360万円

380万円

（400万円）

480万円

570万円

（600万円）

720万円

760万円

（800万円）

960万円

基本 優遇 基本 優遇 基本 優遇

地域雇用開発助成金
（沖縄若年者雇用促進コース）

　同意雇用開発促進地域又は過疎等雇用改善地域に事業所の設置・整備を行い（対象費用1点あたり20万
円以上で、合計額300万円以上）、それに伴い当該地域に居住する求職者を3人（創業の場合は2人）以上雇
い入れる事業主に対し、雇入れた対象労働者の数及び設置・整備に要した費用に応じて助成金が支給され
ます（その他適用条件有）。
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（1）企業連携共同研究開発支援事業（問合せ先：沖縄県工業技術センター TEL.098-929-0111）
　企業が直面している技術的課題に対して沖縄県工業技術センターとの共同研究により解決を図ります。

事業対象：県内の中小企業者等
支援内容：企業単独では困難な、新技術・新製品の開発や製造工程の改良・改善技術の確立、技術課題の解決等
　　　　  ○企業等には、研究に必要な費用（消耗品、旅費等）の１/２以上を負担して頂きます。
　　　　  ○おおよその目安は30～200万円／テーマ（企業負担分15～100万円）です。

　製造業等地域産業の生産性や品質向上、製品開発等を支援するため、企業が直面している技術的課題を把握し、
工業技術センターが保有する技術、研究成果、情報等を活用して課題の解決を図ります。

事業対象：県内の中小企業者及び創業予定者
支援内容：1）技術相談（無料）

製品開発や品質向上など技術的な課題について、電話、E-mailあるいは来所いただき、専門の相談員が相談に応じ
ます。

　　　　  2）研修生受入
　　　　　  分析技術の取得、製品開発のための試作などを目的として研修生を受け入れます。
　　　　  3）依頼試験（有料）
　　　　　  製品の品質管理や製品開発に必要な分析を依頼試験として行っています。
　　　　  4）機器の開放（有料）

原料の加工試験、品質管理のための分析などを行う際、工業技術センターの保有する加工機や分析機器を利用する
ことができます。

　　　　  5）技術講習会の開催
　　　　　  試験、分析技術、溶接、食品加工、衛生管理技術など専門分野の技術講習会を開催します。

　- 5  沖縄県工業技術センター支援サービス
～技術的課題の解決に沖縄県が支援します～
　沖縄県工業技術センターでは企業からの様々な技術相談を受け付けており、当センターとの共同研究や技術情報の提供、技術
指導などを通して、企業の技術的課題解決のための支援を行っております。技術的課題でお悩みの方はまずはご相談下さい。

（2）工業技術支援事業（問合せ先：沖縄県工業技術センター TEL.098-929-0111）

留 意 点：詳細については、工業技術センターのＨＰをご覧いただくか、お電話にてご相談ください。

留 意 点：詳細については、工業技術センターのＨＰをご覧いただくか、お電話にてお問い合わせください。

4

※1 国税の特例措置は、各年度毎にいずれか１つを選択。　
※2 事業所税は地方税法附則第33条に基づく。それ以外は国による減収補填措置を前提に、
　   県及び市町村が条例により措置。

対象事業・施設

事業税

不動産取得税

固定資産税

事業所税（那覇市のみ）

所得控除

投資税額控除

特別償却

エンジェル税制

地
方
税

国
税
＊1

＊2

○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

ー ー

○ ○

○ ○

産業イノベーション
促進地域

国際物流拠点
産業集積地域

ー ○

①製造業
②道路貨物運送業
③倉庫業
④卸売業
⑤デザイン業
⑥自然科学研究所
⑦電気業（一定の要件あり）
⑧特定のガス供給業
⑨こん包業
⑩機械修理業
⑪機械設計業
⑫非破壊検査業
⑬商品検査業
⑭計量証明業
⑮経営コンサルタント業
⑯エンジニアリング業
⑰研究開発支援検査分析業
※⑨～⑰は税制以外の特例制度のみ対象

①製造業
②特定の機械等修理業
③特定の無店舗小売業
④倉庫業
⑤航空機整備業
⑥道路貨物運送業
⑦特定の不動産賃貸業
⑧卸売業
⑨こん包業
※⑨は税制以外の特例制度の
み対象

21
経済金融活性化
特別地区

①金融関連産業
②情報通信関連産業
③観光関連産業
④農業・
　水産養殖業
⑤製造業
⑥経営コンサル
　タント業

3

ー

○

○

○

○

○

○

○

-５沖縄県工業技術センター支援サービス4

共同研究申請

県内中小企業者 工業技術センター

研究課題の採択通知

共同研究による課題解決

工業技術センター

企業連携共同研究
開発支援事業

商工労働部
工業技術センター

沖縄振興特別措置法に基づく特区・地域制度
　沖縄では、県外からの立地企業や、地場産業を営む県内企業が活
用できるさまざまな制度が用意されています。他県にはない高率の
所得控除（最大40%）や設備投資を促進する課税の特例等の優遇が
あります。

産業イノベーション促進地域県内全域

国際物流拠点産業集積地域

南城市

八重瀬町

与那原町

西原町

中城村

北中城村

金武町 宜野座村

本部町

今帰仁村 大宜味村

国頭村

東村

伊江村

北谷町 沖縄市

嘉手納町

読谷村

恩納村

名護市

うるま市

那覇市

浦添市

豊見城市

宜野湾市

糸満市

南風原町

※一般地域の法人税率は、財務省ホーム
ページ公表資料から引用（国税＋地方税）

※国際物流拠点産業集積地域の法人税率
は、「所得控除制度」を選択で試算（国税＋
地方税）

国際物流拠点産業
集積地域と一般
地域との法人課税の
実効税率比較

一般地域 国際物流拠点産業集積地域

■ 設立後5年間
■ 設立後6~10年間

10

20

30

40

50

0

税率（％）

※沖縄県試算

29.74

15.8 17.0

1市町村経済金融活性化特別地区

那覇空港

［交通アクセス］
那覇空港から約27km、
車で約45分
（沖縄自動車道を利用した場合）

許田IC

宜野座IC

金武IC屋嘉IC石川 IC

北中城 IC

西原IC

那覇IC
西原JCT

南風原北IC
南風原南IC

豊見城 IC豊見城・
名嘉地IC

沖縄特区・地域税制活用
ワンストップ相談窓口 ：
 TEL.098-894-6377

E-mail:okitoku@okinawa-ric.or.jp

税制活用についての詳細は
「沖縄特区・地域税制活用ワンストップ相談窓口」

までご相談ください。

沖縄自動車道
那覇空港自動車道

経済特区における税制特例5

経済特区における税制特例5
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-1 産業イノベーション促進地域5

　沖縄県知事策定の「産業イノベーション促進計画」における指定地域の区域内（県内全域）の企業が、その産業高度化・
事業革新措置の実施に関する計画について、事前に沖縄県知事から当該計画が適当である旨の認定及び主務大臣によ
る確認を受けた上で、以下の国税及び地方税における税制上の特例措置を活用することができます。

※実際に特例措置を活用する際には、各税務署及び沖縄国税事務所(国税)、県税事務所(地方税のうち県税)、各市町村税務担当課(地方税のうち市町村税)にご相談ください。
注1：国税特例措置は、①②のいずれかを選択(個人は②のみ)　　　　　　            
注2：器具及び備品は、専ら開発研究用その他政令で定められるものに限る　　　
注3：建物附属設備は、建物と同時取得した場合にのみ制度対象となる。

注4：構築物はガス供給業又は製造業の用に供する液化天然ガスを貯蔵するためのガス貯槽及びそのガスを
　　 利用するための導管に限る
注5：土地については、取得(購入)後1年以内に建物建設に着手した場合に限る

県内全域において、認定産業高度化・事業革新措置実施計画に従う一定価額(機械及び
装置、器具及び備品100万円 注2、建物及びその附属設備1,000万円 注3)を超える設備の
新増設をした場合、その設備の取得価額の一定割合が法人税額から控除される。
控除率：機械及び装置、器具及び備品            15%
　　　  建物及びその附属設備、構築物 注4    8%
(法人額の20%限度、繰越4年、取得価額の上限は20億円)

県内全域において、認定産業高度化・事業革新措置実施計画に従う一定価額(機械及
び装置、器具及び備品100万円 注2、建物及びその附属設備1,000万円 注3)を超える設備
の新増設をした場合、特別償却が認められる。
特別償却率：機械及び装置、器具及び備品　　   34%
　　　　　  建物及び建物附属設備、構築物 注4  20%
（取得価額の上限は20億円）

指定地域内において、認定産業高度化・事業革新措置実施計画に従う一定価額(機械及
び装置、器具及び備品500万円、建物及びその附属設備1,000万円)を超える設備の新増
設をした場合、法人事業税を一部免除(5年間)

指定地域内において、認定産業高度化・事業革新措置実施計画に従う一定価額(1,000
万円)を超える対象施設である家屋及びその敷地である土地を取得した場合、不動産取
得税を一部課税免除 注5

指定地域内において、認定産業高度化・事業革新措置実施計画に従う一定価額(機械及
び装置、器具及び備品100万円、建物及びその附属設備1,000万円)を超える設備の新増
設をした場合、各市町村の条例により固定資産税を一部課税免除(5年間) 注5

那覇市において、認定産業高度化・事業革新措置実施計画に従う機械装置等の取得価
額が1,000万円以上で、建物等の取得価額の合計額が1億円以上の新設の場合、事業所
税のうち、資産割の課税標準となるべき事業所床面積を2分の1として計算(5年間)

固定資産税の
課税免除
※倉庫業を除く

事業所税の
課税軽減
※那覇市のみ

不動産取得税の
課税免除

法人事業税の
課税免除

②特別償却

①投資税額控除

地
　方
　税

特例措置 特例措置の概要 対象業種

①製造業
②道路貨物運送業
③倉庫業
④卸売業
⑤デザイン業
⑥自然科学研究所
⑦電気業（一定要件あり）
⑧特定のガス供給業
⑨こん包業
⑩機械修理業
⑪機械設計業
⑫非破壊検査業
⑬商品検査業
⑭計量証明業
⑮経営コンサルタント業
⑯エンジニアリング業
⑰研究開発支援検査分析業
※⑨～⑰は国税及び地方税（事業
税除く）の特例措置は対象外

※法人税率（国税＋地方税）は
　30%として算出
※所得控除の活用により、
　法人実効税率
　約30%⇒約20％

※所得は普通償却額のみを損
　金算入した時の額
※法人税（国税）は23%として
　算出
※控除限度額（法人税額の
20%）を超えた金額は、翌年
度以降に控除可能（4年間繰
越可）

※所得は普通償却額のみを損
　金算入した時の額
※法人税率（国税は）23％とし
　て算出
※特別償却率50%は国際物流
　拠点産業集積地域制度活用
　の場合

所得控除
法人税の課税対象所得の
最大40%を損金として算入
できます（国際物流拠点産
業集積地域のみ）。

1

投資税額控除
機械設備等を新・増設した
場合、その取得価額の一定
額を法人税額から控除する
ことができます。

特別償却

機械設備等を新・増設した
場合、その取得価額の一定
額を特別償却費として経費
に算入できます。

所得
1,000万円

制度活用前 制度活用後

法人税額
300万円

所得控除
400万円

所得
600万円

減税額
120万円
法人税額
180万円

40%所得控除

所得
1,000万円

制度活用前 制度活用後

法人税額
230万円

減税額
46万円法人税額

184万円

機械等の取得
（例：600万円）

600万円×15%＝90万円
控除限度額
230万円×20%＝46万円

所得
1,000万円

制度活用前 制度活用後

法人税額
230万円

機械等の取得
（例：600万円）

600万円×50%
＝300万円

特別償却
300万円

所得
700万円

活用年度の
軽減税額
69万円

法人税額
161万円

特区・地域制度活用のメリット

国
　税
注1 

産業イノベーション促進地域5 1
　沖縄県知事策定の「国際物流拠点産業集積計画」における指定地域内の企業が、事業計画等について、知事に
よる所要の認定及び主務大臣による所要の確認等を受けた場合に、以下の税制上の特例措置を活用することが
できます。※特例措置により、認定要件が異なります。

※実際に特例措置を活用する際には、各税務署及び沖縄国税事務所（国税）、沖縄地区税関税務相談室（関税）、県税事務所（地方税のうち県税）、各市町村税務担当課（地方税の
　うち市町村税）へご相談下さい。
注1：国税は、特例措置のうち、①②③のいずれかを選択
注2：建物附属設備は建物とともに取得する場合にのみ制度の対象となる
注3：土地については、取得(購入)後１年以内に建物建築に着手した場合に限る

国際物流拠点産業集積地域内において、新たに設立された、対象業種のいずれかを専
ら営む、常時使用する従業員数15名以上の法人について、新設後10年間、法人税課税
所得の40％が控除される。(法人事業税、法人住民税も同様)
※沖縄県知事による特定国際物流拠点事業の認定及び主務大臣による確認が必要

対象地域内において、対象業種の用に供する一定価額（機械及び装置100万円、建物及びそ
の附属設備1,000万円注2）を超える設備の新増設をした場合、その設備の取得価額の一定割
合が法人税額から控除される。
控除率：機械及び装置15%、建物及びその附属設備8%
（法人税額の20%限度、繰越4年、取得価額の上限は20億円）
※沖縄県知事による認定及び主務大臣による確認が必要

対象地域内において、対象業種の用に供する一定価額（機械及び装置100万円、建物及びその
附属設備1,000万円注2）を超える設備の新増設をした場合、特別償却が認められる。
特別償却率：機械及び装置50%、建物及びその附属設備25%
（取得価額の上限は20億円）
※沖縄県知事による認定及び主務大臣による確認が必要

対象地域内において、対象業種の用に供する一定価額（機械及び装置1,000万円、建物及び
その附属設備1,000万円）を超える設備の新増設をした場合、法人事業税を一部課税免除
（5年間）注2
※沖縄県知事による認定及び主務大臣による確認が必要

保税蔵置場、保税工場、保税展示場及び総合保税地域に係る許可手数料が半減される。

保税工場などにおいて、外国貨物を原料として加工又は製造された製品を国内に引き取る際
に課される関税について、特定品目を除き原料に対する課税と製品に対する課税のいずれ
かを選択できる。

対象地域内において、対象業種の用に供する一定価額（機械及び装置1,000万円、建物及び
その附属設備1,000万円）を超える設備の新増設をした場合、不動産取得税を一部課税
免除 注2 注3
※沖縄県知事による認定及び主務大臣による確認が必要

対象地域内において、対象業種の用に供する一定価額（機械及び装置100万円、建物及びそ
の附属設備1,000万円）を超える設備の新増設をした場合、各市町村の条例により固定資産
税を一部課税免除（5年間）注2 注3
※沖縄県知事による認定及び主務大臣による確認が必要

那覇市において、対象業種の用に供する機械装置等の取得価額の合計額が1,000万円以上、
建物等の取得価額の合計額が1億円以上の新設の場合、事業所税のうち、資産割の課税標準
となるべき事業所床面積を2分の1として計算。（5年間）

製造業・倉庫業・特
定の機械等修理業・
特 定 の 無店舗小売
業・航空機整備業

製造業・倉庫業・道路
貨物運送業・卸売業・
特定の機械等修理
業・ 特定の無店舗小
売業・特定の不動産
賃貸業・航空機整備
業・こん包業（※）
※こん包業は国税及び地
方税（事業税除く）の特
例措置は対象外

固定資産税の
課税免除
※倉庫業を除く

事業所税の
課税軽減
※那覇市のみ

不動産取得税の
課税免除

法人事業税の
課税免除

保税地域許可
手数料の軽減

関税の課税の
選択制の適用

③特別償却

②投資税額控除

①所得控除

国
　税

関
　税

地
　方
　税

※主務大臣の事業認定が必要

※主務大臣の事業認定が必要

※沖縄県知事による認定及び主務大臣による確認が必要

※沖縄県知事による認定及び主務大臣による確認が必要

※沖縄県知事による認定及び主務大臣による確認が必要

※沖縄県知事による認定及び主務大臣による確認が必要

※沖縄県知事による認定及び主務大臣による確認が必要

注1

特例措置 特例措置の概要 対象業種

国際物流拠点産業集積地域
那覇・浦添・豊見城・宜野湾・糸満地区、
うるま・沖縄地区（中城湾港新港地区、仲嶺・上江洲地区、平安座地区、池武当地区）県内全域（41市町村） 5 2

-2国際物流拠点産業集積地域5

2

3
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　国際物流拠点産業集積地
域では『原料課税』又は『製品
課税』のいずれかを選択でき
ます。外国貨物である原材料
を保税した状態で加工・製造
し、製品を国内へ出荷（輸入）
する場合、輸入原材料に課せ
られる関税について、「原料課
税」又は「製品課税」のいずれ
か低い方を選択できます。
※一部適用除外品目があります。

製品
課税
製品
課税原料

課税
原料
課税

この差が
お得！

関税の課税の選択制

関税の特例措置に関する事業認定取得の流れ

備　考

名称 手続の流れ

※保税許可取得に向け地区税関と調整開始後、内閣府へ連絡、申請書類作成後、事前調整を開始。内閣府にて関係省庁と事前調整を行います。
※関係省庁と協議が終わり次第、内閣府に申請書類の提出をします。審査後、事業認定書を交付します。
※保税手続・申請は事業認定取得後となります。事業認定後１年以内に保税許可を取得しなければ事業認定は失効します。
※保税許可を取得するには、事業者の保税に関する知識、体制の構築が必要なため、取得に要する時間はそれぞれですが、新規に始める場合は
　相当の期間を要する場合があります。

保税許可
（地区税関）

事業認定
（内閣府）

保税許可取得に向け地区税関との事前調整 申請書提出 保税許可

内閣府との事前調整
申請書提出 交付（期間：1ヶ月～1ヶ月半程度）

様式配付、
作成開始

許
可

交
付

保税地域制度とは？
　保税地域制度は、税関長から保税地域の許可を受けて、特定の場所や施設で関税
や消費税を納めないまま、外国貨物の蔵置、加工・製造又は展示等ができる制度です。
保税地域の許可を受けた企業は
◯ 外国貨物である部品・原材料を加工・製造し、できた製品を外国に輸出する場合、関税や消費税を納める
　 必要はありません。
◯ 外国貨物を関税や消費税を納めないまま保管、点検、改装、仕分けなどを行い、市場の需要に応じた輸出
　 や国内出荷ができます。国内に出荷する場合には関税や消費税を納める必要があります。
◯ 保管している外国貨物の外国への返品や不良品等の滅却をする場合は、関税や消費税を支払う必要はあ
　 りません。

非課税
外国

保税地域 一般地域

外国貨物
（加工・製造、

保管、点検、改装等）

日本国内
課税

外国貨物
（部品・原材料、

製品）

外国貨物の
輸入・輸出

関税や
消費税の免除

国際物流拠点
産業集積地域

製品

国内出荷
（輸入）

関税や
消費税の納付
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企業の本社機能　移転・拡充のご案内

TEL:098-866-2770  FAX:098-866-2846　E-mail:indus-pr@pref.okinawa.lg.jp
http://www.pref.okinawa.jp/site/shoko/kigyoritchi/index.html

詳細は沖縄県 商工労働部 企業立地推進課までご相談ください。

オフィス減税

雇用促進税制

対象地域（市町村）

本社機能（特定業務施設）とは①事務所、②研究所、③工場等における研究開発部門、
④研修所のいずれかであって、重要な役割を担う事業所をいいます。

優遇措置を活用するためには、「地方活力向上地域等特定業務施設整備計画」を
申請し、県知事に認定を受けることが必要です。（令和6年3月31日までに認定を受けることが必要です）

優遇制度は概要を記載しております。
申請や制度の詳細は下記問い合わせ先まで連絡ください。

■ 本社機能の移転・拡充で様々な優遇措置を受けることができます。

■ 国の優遇制度   税制上の特例措置（地方拠点強化税制）

1※
※

※

2
3

※固定資産税については、県税にかかる分の記載です。市町村税分にかかるものは各市町村にお問い合わせください。

■ 県の優遇制度   税制上の特例措置（地方税の減免）※対象設備や投資額など一定の要件を満たす必要があります。

うるま市、沖縄市、浦添市、糸満市、
南風原町の一部地域

特別償却１５％又は税額控除４％

増加雇用者１人あたり最大３０万円

左記市町村＋名護市、
恩納村、八重瀬町の一部地域

特別償却２５％又は税額控除７％

増加雇用者１人あたり最大１７０万円

移転型拡充型

東京23区

拡充型

地方にある企業の本社機能の強化

移転型

東京23区からの移転

３年間課税免除

課税免除

３年間課税免除

現行税率の１/１０

３年間軽減

対象外事業税

固定資産税※

不動産取得税

移転型拡充型

　沖縄県知事策定の「地域再生計画」における指定地域の区域内において本社機能の移転・拡充を行う事業者は、その
事業実施に関する整備計画について、事前に沖縄県知事から当該計画が適当である旨の認定を受けることで、課税の
特例等の優遇措置を活用することができます。
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地方拠点強化税制
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